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１ はじめに 
香川県では、食品衛生法第 24 条第１項の規定及び香川県食の安全・安心基本指針に

基づき香川県食品衛生監視指導計画を策定している。 
 このたび、「令和６年度香川県食品衛生監視指導計画」の実施結果を取りまとめたの
で報告する。 
 
 
２ 実施期間 
 令和６年４月１日から令和７年３月 31 日まで 
 
 
３ 監視指導体制 

保健所、食肉衛生検査所及び生活衛生課に食品衛生監視員、と畜検査員等を配置し、
食品衛生法及び関連法令に基づき食品衛生に関する監視指導を行った。 

さらに、機動性と監視指導の充実強化を図るため、東讃保健所と中讃保健所に食品衛
生監視機動班、生活衛生課に食品衛生専門監視指導班を設置し、保健所などにおける業
務と併せて機動的かつ総合的に食品の安全性確保に努めた。 

また、科学的な検査結果に基づいた監視指導を行うことが重要であることから、保健
所、食肉衛生検査所及び環境保健研究センターにて、食品等の試験検査を実施した。 
 
 

４ 監視指導の実施状況（別紙１～４） 
食品の製造及び加工技術の高度化、食品の多様化、食品流通の広域化及び国際化等に

適切に対処するために、HACCP に沿った衛生管理の実施状況の確認を基本に監視指導
を計画的に行った。 

施設の種類 立入計画数 
立入監視 

指導件数 
実施率 

施設数 
（R6 年度末） 

改正後の許可 2,704 回 2,167 回 80.1％ 6,655 

改正前の許可 2,886 回 2,022 回 70.1％ 2,935 

届出 
集団給食施設等※ 106 回 82 回 77.4％ 339 

それ以外 適宜 703 回 ― 3,747 

乳肉衛生関係 671 回 670 回 99.9％ 153 

 ※集団給食施設、卵選別製造業、行商 
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５ 食品等収去検査等の実施状況（別紙５） 
 中讃保健所、食肉衛生検査所及び環境保健研究センターにおいて、収去検査等実施計
画に基づき、検査を行った。 
 
（１） 食品等の収去検査検体数   1,230 件 （実施率：87.0％） 
 
（２） 違反検体数           9 件 
   

（内訳） アイスクリーム（大腸菌群陽性）(2 件) 
       アイスミルク（大腸菌群陽性）(3 件) 
       ラクトアイス（大腸菌群陽性） 
       氷菓（大腸菌群陽性） 
       生食用食肉（腸内細菌科菌群陽性） 
       牛乳（乳脂肪分の基準逸脱） 
 
 

６ 食中毒の発生状況等（別紙６） 
食中毒疑い事例のうち、疫学調査及び細菌・ウイルス検査等の結果、８件について、

食中毒と断定した。 
また、食中毒発生の未然防止を図るため、「食中毒警報発令要領（昭和 50 年環境保健

部長通知）」に基づき、高松地方気象台の気象情報や香川県感染症発生動向調査により
収集した情報から、食中毒が発生しやすい気象条件等が揃っている場合には、警報を発
令し、食品等事業者及び県民に情報提供、注意喚起を行った。 
 
 
７ その他（別紙７） 

各種事業について、年間計画に基づき実施した。 
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改正後の許可を要する食品営業施設の立入監視実績 

※ 法第 13 条第１項の規定により規格が定められたものに限る 
  

業   種 
立入 

計画数 

立入監視 

指導件数 
指導票交付数 

食品表示 

指導票交付数 

R6 年度末 

施設数 

飲
食
店
営
業 

レストラン等 775 362 10  2176 

仕出し・弁当屋 125 42 1  153 

旅館 136 33   173 

その他 618 532 6 2 1730 

調理の機能を有する自動販売機  7   58 

食肉販売業 119 136 4 2 150 

魚介類販売業 140 192 1 4 196 

魚介類競り売り営業 3 2   3 

集乳業      

乳処理業 6 16 1  2 

特別牛乳搾取処理業      

食肉処理業 37 34   43 

食品の放射線照射業      

菓子製造業 253 245 8 2 738 

アイスクリーム類製造業 25 27 4  34 

乳製品製造業 3 12   3 

清涼飲料水製造業 8 8   19 

食肉製品製造業 10 7   6 

水産製品製造業 45 51   83 

氷雪製造業 1 1   2 

液卵製造業 3 16   5 

食用油脂製造業 16 17   39 

みそ又はしょうゆ製造業 23 35   60 

酒類製造業 5 13   19 

豆腐製造業 9 18 1  23 

納豆製造業      

麺類製造業 108 44 2  242 

そうざい製造業 111 127 8 4 321 

複合型そうざい製造業 5 14 1  6 

冷凍食品製造業 19 12   30 

複合型冷凍食品製造業 11 30   16 

漬物製造業 36 69 1 2 134 

密封包装食品製造業 38 44   107 

食品の小分け業 11 20   71 

添加物製造業（※） 6 1   13 

 合  計 2704 2167 48 16 6655 

別紙 １ 



4 

 

改正前の許可を要する食品営業施設への立入監視指導実績 

※ 法第 13 条第１項の規定により規格が定められたものに限る 
  

業   種 
立入 

計画数 

立入監視 

指導件数 
指導票交付数 

食品表示 

指導票交付数 

R6 年度末 

施設数 

飲
食
店
営
業 

レストラン等 703 430 12  830 

仕出し・弁当屋 114 48   69 

旅館 101 37 1  73 

その他 531 478 7 1 605 

菓子（パンを含む）製造業 284 234 1  333 

乳処理業 2 3    

特別牛乳搾取処理業      

乳製品製造業 2 3    

集乳業      

魚介類販売業 327 169 6 3 189 

魚介類競り売り営業 7 4   7 

魚肉練り製品製造業 13 7   10 

食品の冷凍又は冷蔵業 73 49   39 

缶詰又はびん詰食品製造業 28 23   35 

喫茶店営業 31 85   165 

あん類製造業 3 1   1 

アイスクリーム類製造業 47 45   51 

食肉処理業 54 41   33 

食肉販売業 306 141 2  192 

食肉製品製造業 18 7   7 

乳酸菌飲料製造業      

食用油脂製造業 11 5   15 

マーガリン又はショートニング製造業      

みそ製造業 11 9   13 

しょうゆ製造業 8 4   14 

ソース類製造業 12 10   14 

酒類製造業 3 3   4 

豆腐製造業 9 14 3  13 

納豆製造業      

麺類製造業 75 44 1  91 

そうざい製造業 105 119 5 3 123 

添加物製造業（※） 3 4   3 

食品の放射線照射業      

清涼飲料水製造業 4 5   6 

氷雪製造業      

 合  計 2886 2022 38 7 2935 

別紙 ２ 
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届出を要する食品関係営業施設の立入監視指導実績 
 

業   種 
立入 

計画数 

立入監視 

指導件数 
指導票交付数 

食品表示 

指導票交付数 

R6 年度末 

施設数 

魚介類販売業 

（包装済みの魚介類のみの販売） 

― 

15   97 

食肉販売業 

（包装済みの食肉のみの販売） 
20   116 

乳類販売業 79   543 

氷雪販売業    14 

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） 28   498 

弁当販売業 2   41 

野菜果物販売業 42 1  185 

米穀類販売業 24   63 

通信販売・訪問販売による販売業    16 

コンビニエンスストア 53   255 

百貨店、総合スーパー 270 9 2 169 

自動販売機による販売業（コップ式自動販売機

（自動洗浄・屋内設置）を除く。） 
16   230 

その他の食料・飲料販売業 105 2 1 759 

添加物製造・加工業（※）    3 

いわゆる健康食品の製造・加工業 4   6 

コーヒー製造・加工業（飲料の製造を除く。） 5   68 

農産保存食料品製造・加工業 4   45 

調味料製造・加工業 3   57 

糖類製造・加工業    6 

精穀・製粉業 3   39 

製茶業    40 

海藻製造・加工業 2   8 

卵選別包装業 18 15   16 

その他の食料品製造・加工業 ― 27  1 365 

行商 26 23   30 

給
食
施
設 

学校 13 5 2  31 

病院・診療所 ―    21 

事業所 3 2   9 

その他 46 37 3  232 

器具、容器包装の製造・加工業 

（合成樹脂が使用された器具又は容器包装の

製造、加工に限る。） 
― 

1   85 

露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、

営業とみなされないもの 
   13 

その他    26 

合     計 106 785 17 4 4086 

※ 食品衛生法第 13 条第１項の規定により規格が定められた添加物の製造を除く 

  

別紙 ３ 
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乳肉衛生関係立入監視指導結果 
 

業   種 
立入 

計画数 

立入監視 

指導件数 

指導票 

交付数 

R6 年度末 

施設数 

食鳥処理場 32 39  14 

魚介類行商 25 27  23 

一般ふぐ処理業 114 104  102 

特別ふぐ処理業 14 26  12 

と畜場 486 474  2 

合      計 671 670 0 153 

 大規模食鳥処理場（年間処理羽数が 30 万羽を超える食鳥処理場） １施設  
認定小規模食鳥処理場（上記以外の食鳥処理場） 13 施設 

 
 

 

 
  

別紙 ４ 
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食品等の収去検査等実施結果 

内   訳 
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（1） 
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210 
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（1） 
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乳、乳製品 
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146 

（7） 

91.3 

 

180 

（7） 

153 

（6） 
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24 

（1） 

 

 

魚介類及びその加工品 
150 

 

169 

 

112.0 
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97 

 

88 

 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

野菜、果実等及びその

加工品 

253 

 

436 

 

172.3 

 

489 

 

256 

 

126 

 

 

 

49 

 

2 

 

9 

 

7 

 

 

 

その他 
667 

 

310 

（1） 

46.5 

 

337 

（1） 

223 

（1） 

103 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

9 

 

 

 

合   計 
1,413 

 

1,230 

（9） 

87.0 

 

1,371 

（9） 

837 

（8） 

334 

 

90 

 

52 

 

4 

 

9 

 

40 

（1） 

5 

 

※ （）内は違反件数 

収去した１検体で複数項目の検査を実施したことから検査件数は収去検体数より多くなっている。 

 

（参考）主な検査事業 

事 業 名 内     容 

残留農薬検査 
農産物及び農産物加工品について、１検体あたり 80～321 項目の残留農薬等

の検査を実施。 

輸入食品検査 
輸入冷凍食品や生食用鮮魚介類等の成分規格、瓶詰・缶詰食品、菓子類、野

菜・果実加工品等の食品添加物や微生物等の検査を実施。 

指導基準検査 
本県にて規定する「食品の成分規格に関する指導基準」に係る項目について検

査を行い、基準値を超過している場合は、関連施設に対して衛生指導を実施。 

汚染実態調査 
鶏肉（ささみ、レバー等）について、カンピロバクターの検査を実施。また、液卵等

について、サルモネラ属菌等の検査を実施。 

表示適合性調査 
遺伝子組み換え作物を原料とする食品について、遺伝子組み換え定性検査を

実施。また、県内産麺類についてアレルギー物質の検査を実施。 

畜水産食品の残留有害物質 

モニタリング検査 

県内産の鶏卵、養殖魚介類、食肉及び県内で流通している外国産魚介類につ

いて、残留動物用医薬品等の検査を実施。 

ナシフグの毒性検査 特別ふぐ処理業者が処理を行ったナシフグについて検査を実施。 

別紙 ５ 
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香川県内で発生した食中毒の件数（高松市を除く） 

No. 
発生 

年月日 

発生 

場所 

摂
食
者
数 

患
者
数 

死
者
数 

原因食品 病因物質 
原因 

施設 

摂食 

場所 

1 R6.7.16 
東かが

わ市 
4 3 0 

不明 

（7 月 14 日に提供

された食事） 

カンピロバクター・

ジェジュニ 
飲食店 飲食店 

2 R6.7.29 長崎市 27 5 0 不明 
カンピロバクター・

ジェジュニ 
不明 不明 

3 R6.9.22 小豆郡 12 9 0 おはぎ 黄色ブドウ球菌 製造所 家庭 

4 R6.11.29 小豆郡 11 10 0 

ヒラメのカルパッチョ 

（11 月 29 日に提

供された食事） 

クドア・セプテンプ

ンクタータ 
飲食店 飲食店 

5 R6.12.1 
善通寺

市 
20 15 0 

不明 

（11 月 30 日に提

供された弁当） 

ノロウイルス GⅠ 飲食店 家庭 

6 R7.1.5 
善通寺

市他 
2 2 0 

不明 

（1 月 2 日に提供さ

れた食事） 

カンピロバクター・

ジェジュニ 
飲食店 飲食店 

7 R7.1.21 
善通寺

市 
190 4 0 ブリの照り焼き ヒスタミン 不明 事業場 

8 R7.2.13 小豆郡 2 2 0 

ヒラメ昆布〆 

（2 月 13 日に提供

された食事） 

クドア・セプテンプ

ンクタータ 
飲食店 飲食店 

計 50 0 
 

 

 

 

  

別紙 ６ 
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食中毒警報発令 
令和６年度は、計６回発令し、発令期間中に香川県内で食中毒は発生していない。 

 

※食中毒警報発令基準 

① 気温 30℃以上が相当時間継続すると予想される場合 

② 日平均気温が 27℃以上で、かつ、日平均相対湿度が 75％以上の日が連続して 2 日間続い

た場合又はそれが予想される場合 

③ 感染性胃腸炎（ウイルス）の定点当たりの報告患者数が 15 人以上で、かつ、前週比が２

週間連続して 1.1 以上の増加となった場合 

④ 警報発令者が特に発令することが必要であると認めた場合 

番号 発令日 区分 食中毒警報 
発令基準※ 

1 令和６年７月 ５日 ～ ７月 10 日  

細菌性 

② 
2 ７月 19 日 ～ ７月 25 日  ② 
3 ７月 26 日 ～ ８月 ４日  ① 
４ ８月 ９日 ～ ８月 18 日  ① 
５ ８月 21 日 ～ ８月 27 日  ② 
６ ８月 30 日 ～ ９月 ３日  ② 
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その他事業の実施結果 
 
（１）HACCP 監視指導事業 

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理を継続的に取り組めるよう支援する HACCP
実践講習会を行った。 

【回数：25 回  受講者数：550 名】 
 
 
（２）集団給食施設一斉点検事業 

病院、学校、社会福祉施設等の給食施設の一斉点検を実施し、不適施設について改
善指導を行った。 

【点検対象施設数：522 施設、点検施設数：94 施設、改善指導：36 施設】 
 
 
（３）表示適正化推進事業 
 食品等事業者に対して、食品表示法に基づく食品表示基準の遵守及び表示適正化に
向けた自主的な取り組みを促進するために、監視指導を実施した。 

【食品表示法に係る指導票交付件数：27 件】 
 

① 食品表示基準に定める表示事項に係る監視指導 
食品表示基準に定める表示事項のうち、アレルゲン、添加物、消費期限、保存

の方法等（国民の健康の保護を図るために必要な表示事項）の遵守について、監
視指導を行った。 

 
② 遺伝子組換え表示制度に係る監視指導 

   対象農産物を原料とする加工食品の製造施設において、使用実態を調査すると
ともに、管理状況に沿った適切な表示がなされていることを確認した。 

 
  

別紙 ７ 
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（４）と畜場、食鳥処理場における衛生管理指導事業 
① と畜場、食鳥処理場の監視指導事業（外部検証） 

と畜場及び大規模食鳥処理場における衛生管理の実施状況の確認や実施記録の
確認、微生物試験の実施等による外部検証を行い、HACCP に沿った衛生管理の適
切な運用について、指導・助言を行った。 

【と畜場：監視指導件数 474 件、微生物試験実施件数：360 件】 
【大規模食鳥処理場：監視指導件数 11 件、微生物試験実施件数：165 件】 

 
② 認定小規模食鳥処理業者の一斉監視指導 

認定小規模食鳥処理場に対して、食肉衛生検査所と保健所が合同で立入調査を
実施し、衛生指導を行うとともに、処理羽数の遵守状況の確認を行った。 

【監視指導件数：28 件】 
 
 
（５）食品衛生月間普及啓発事業 
 県民の健全な食生活を守るため、8 月を｢食品衛生月間｣と定め、食品衛生の正しい
知識の普及啓発に努めた。 
 

① 関係行政機関及び関係団体との連携 
 
②  広報活動  

・ポスター 2,800 部作成配布 
・垂れ幕、立て看板等の設置 
・香川県ホームページに掲載 
・県広報誌 みんなの県政 THE かがわ８月号掲載「８月は食品衛生月間」 
・ラジオによる広報「ようこそ知事室へ」 
・テレビによる広場「サン讃かがわ PLUS」             など 
 

③ 保健所で実施した事業 
営業者、消費者等を対象とする衛生講習会を実施した。 

【９回実施、受講者 255 名】 
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（６）魚介類流通安全対策事業 
① 魚介類行商の一斉監視指導 

魚介類行商に起因する衛生上の危害の発生防止を図るため、行商者を対象に一
斉監視を実施し、行商容器の検査及び衛生指導を行った。 

    【監視指導件数：24 件】 
 
 

② ふぐ処理施設、ふぐ及びふぐ加工品の表示等の一斉監視指導 
ふぐ毒に起因する衛生上の危害の発生防止を図るため、ふぐの需要が増える冬

季にふぐ処理施設等を対象に一斉監視を実施し、ふぐの衛生的な取扱い並びにふ
ぐ及びふぐの加工品の表示等について指導を行った。 

   【監視指導件数：597 件、うちふぐ処理施設：28 件】 
 
 

③ ナシフグの取扱いに関する一斉監視指導 
特別ふぐであるナシフグに起因する衛生上の危害の発生防止を図るため、ナシ

フグの漁獲・取扱量の最盛期にナシフグを取り扱う団体・事業者に対して一斉監
視を実施し、その適正な取り扱い、処理及び販売について指導を行った。 

【監視指導件数：80 件】 
 


